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現在の失業保険の概略

• 被保険者：原則的に民間の労働者で失職した者、失業保険に一定期間加盟した者（50歳未満
では離職前の24ヶ月間に130日）

• パ－トタイム労働者の場合：離職前の24ヶ月で130日または910時間の加入（50歳未満）。失
業給付はフルタイムとの対比で働いた時間に応じて計算される。

• 給付額：離職前賃金の57－75％

• 給付期間：50歳未満の場合、4ヶ月から24ヶ月、50歳以上、4ヶ月から36ヶ月

• 財源：使用者負担、賃金総額の4.05％＋CSG（社会連帯税）の1.27％

• 管理運営：UnedicおよびPôle emploi

• 失業者扶助：給付期間が終了した労働者を対象とする連帯特別手当あり

• Pôle emploi に登録の求職者：650万人、失業給付受給者：260万人（2021年）

• 失業給付総額：36.9Md€+部分失業2.6Md€ （2021）

• 失業扶助総額（国庫負担）：2Md€（2019）
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失業保険制度の歴史

• 1958年にすべての雇用労働者の社会保険として創設される：労使代表 が運用す
るUnedicが政策決定をし、Assedicが保険の徴収と失業給付を担当する。高度成長
の最中、人手不足が続いた時代で、経済構造の変化に伴う摩擦的失業の救済が目
標。1950-1970年代まで失業保険制度は大幅な黒字を記録する。

• 失業問題が表面化する1967年に国の雇用促進の機構としてANPEが創設される。

• 1980年代からは失業率が10%を超え、雇用問題が大きな政治問題となる：1980-
2020の間、失業率は大体8－12%で推移する。

• 1984年に失業保険が切れた人を対象とする社会的扶助が制度化される（政府拠
出）。

• 1990－2000年代 EUやOECDなどの影響を受け、activation（失業者の再就職の促
進）を重視する動きが強くなる。
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失業保険制度の歴史

• 2008年 長年懸案だったANPE とAssedicの合併によりPôle emploi（以
降は雇用センタ－）が誕生する（詳細は後述）。

• 2018年に雇用労働者の拠出の代わりにCSG（社会連帯税）の一部に
置き換えられる（CSGは雇用労働者以外に自営業者や年金生活者も
負担）。

• 2018‐2019年からは、実質的な制度変更が行われ、まず政府がロ－ド
マップを提示し、その後、労使代表が協議することになる。

• 2018年 政府の意向に沿い、労使の合意のもと、失業保険の改革が
行われる（自営業者などへの一定の拡張が行われる）。

• 2019年 政府は法律で失業保険制度の改革を行う（失業給付の受給
要件の変更、短期有期雇用を多く使う産業へのmalus制度の導入な
ど）。
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現在の失業保険の統治構造

• Unedic（労使代表が運用）は失業保険の保険料率や失業給付のル－
ルなどを定める役割を負う。ただし実質的な保険料の徴収はURSSAF
へ、求職者の登録や失業給付の支払いは雇用センタ－に委託する
（Unedic の職員は約300人）。

• 雇用センタ－への委託は、国、Unedic、雇用センタ－が結ぶ3年ごと
の協定で予算や政策目標が定められる（直近の協定は2019－2022
年）。

• 2021年にUnedicが事業主から徴収した総額は約400億ユ－ロに達する。

• Unedicの2021年末の累積赤字は690億ユ－ロ；2019年の累積赤字は
410億ユ－ロだったが、covidに伴う部分失業制度のため、累積赤字
が大きく広がった。赤字の大部分は政府担保の借入金で賄う）。
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雇用センタ－の誕生（2008年）とその活動

• 2008年の雇用センタ－の誕生まで、失業給付事業はUnedicとAssedic(民営、
労使が運用）が担当そして再就職促進はANPE(公共部門、公務員）と分かれ
ていた。

• 2007年の大統領選挙の際、サルコジ候補は失業対策として、“求職者への
One stop service”を公約した。

• ANPE（職員数：約3万人、その大部分は雇用アドバイザｰ）、Assedic（職員
数：約1.5万人、その大部分は失業給付の認定）及びUnedicの一部（800人）
の合併で、雇用センタ－という巨大な機関が出現する。公務員身分のANPE、
民間のAssedic、25％の賃金格差。

• 雇用アドバイザ－に給付認定の作業も与える試みは、失業給付事業に大き
な遅滞が生じ、失敗に終わる。その後、職員はどちらかに専門化する。
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雇用センタ－の誕生とその活動

• 現在の雇用センタ－のプロフィ－ㇽ

• 予算規模（2018）：55億ユ－ロ、そのうちUnedic34億ユ－ロ、
国、15億ユ－ロ）

• 職員数（2022年）：54000人（雇用アドバイザ－24000人、給付
担当7600人、企業担当、5500人）

• 事業所：全国に896ヶ所

• 登録求職者：650万人

• 失業給付受給者：250万人

• 支払われた失業給付総額：385億ユーロ（2021）
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雇用センタ－の誕生とその活動

• 雇用センタ－はピラミッド型の組織（本部、地域事務所、各地のオフィ
ス）ながら、求職者の登録、雇用のアドバイスや失業給付要件の確認など
は各地に展開している雇用センタ－で行われる。

• 各求職者には必ず個別に再就職活動を支援をする雇用アドバイザ－がつく。
求職者が雇用センタ－に登録の際には、雇用アドバイザ－と面接（対面）
し、PPAEと呼ばれる個別再就職計画書を作成する。雇用アドバイザ－は、
書式（学歴、職場経験、求職者の希望、自動車の所有など）を定めたソフ
トを使い、求職者と相談しながらインプットを行う。

• このソフトの大きなポイントは、求職者のプロフィ－ルから、再就職の可
能性（距離）を提示する機能を持つ。

• 膨大な数の求職者・失業者に対し個人的に窓口で対応するために24,000人
の雇用アドバイザ－が必要となる。
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雇用センタ－の誕生とその活動

• 一般的に、求職者は３つのグル－プに分類される：

• “suivi’ （follow)求職者は個人的に再就職先を見つけることが可
能と判断されたグル－プ：学歴があったり、企業が求める技能
を持つ求職者。

• ‘guidé’ (Guided)求職者の希望と地域の企業の求める技能に相当
の距離があるグル－プ：雇用アドバイザ－はより頻繁に求職者
と面談（対面およびオンライン）し、職業訓練の可能性などを
探る。

• ‘renforcé）’（intensified）長期失業者になる可能性が強い求職
者：主に学歴が低く、技能を持たない人。もっとも頻繁に面談
が必要。
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雇用センタ－の誕生とその活動

• 過去には、雇用センタ－は、失業率を低くするためにすべての階層の求職
者を同じように扱った時期もあったが、現在では、guideとrenforceのグル
－プを優先している。

• 現在の雇用センタ－の仕組みでは、雇用アドバイザ－もかなり専門化して
いて、suivi の場合は、一人の雇用アドバイザ－が400人の求職者を担当、
guidéの場合は150－200人、 renforcé の場合は最高70人が標準的目標と言
われる（ただし、実際には地域により幅がある）。

• 実際に雇用アドバイザ－との定期的に面談があるのは、renforcéとguidéの
グル－プのみ。
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雇用センタ－の誕生とその活動

• 採用市場における雇用センタ－経由採用の比率を示す統計はな
いが、雇用センタ－や様々な国や自治体すべて合わせて、全体
の３分の１程度とみられる: 一般募集、縁故採用、大学や職業
訓練校経由などが３分の２（C.Bessy et Larquier, 2009)）。

• 雇用センタ－経由の再就職は、学歴が低く、市場が求める技能
を持たない求職者が多いので、建設現場の労働者、荷物などの
運送、清掃夫などの割合が高い。地域によっては、外国人が多
かったり、自動車がなく通勤の問題を抱える人もある。

• 中小零細企業が主な就職先（人事の専門家がいないので、選択
を雇用センタ－に任せる。
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雇用センタ－のデジタル化

• 雇用センタ－の作業のデジタル化は、他の行政機関に先駆け、２０１５年
から本格的に始まる。それまで、手書きで入力していたPPAEなどが、同じ
ソフトを使い、同じ書式となる。学歴の証明書、前の企業の離職証明、CV
などは、１回目の面談の前に提出が義務化されている。雇用アドバイザ－
はPPAEの作成とともに、書式外のメモを雇用アドバイザ－の‘日記’として
残し、他の雇用アドバイザ－への記録とする。

• 雇用センタ－のシステム担当の局で働く職員は1500人、予算4.5億ユ－ロ
（2018年、Cour des comptes）。

• ひとたび登録した労働者はいつでも雇用アドバイザ－と連絡をとり、助
言を求めることができる。求職者には適当と思われる求人情報が伝えられ
る。

• PPAEの毎月の報告はオンラインでできる。
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失業保険と自営業

• 失業保険の自営業への適用は保険の労働者負担をCSGが肩代わ
りしたことと関係する（２０１８年の法改正）。CSGは国民全
体が負担するので、自営業者もその視野に入る。ただし、従来
の失業保険を拡大したというより、新たに失職した自営業者向
けの一時的給付を失業保険に加えたと言える。

• 加入要件：離職以前に継続した２年以上同じ職にあり、その職
が失われた場合；職人、事業主、農業経営者などが対象。

• 給付期間及び給付額：６ヶ月間、一日26.30ユ－ロ（月800ユ－
ロ）
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雇用センタ－の問題点

• 雇用アドバイザ－は求職者との対応に追われ、労働市場の知識
を持たない人が多い。企業専門のアドバイザ－からのフィ－ド
バックは稀である。

• 雇用センタ－を非効率とする批判は絶えずあるが、効率性の尺
度はなく、結局 各雇用センタ－の実績（面談の頻度、求職
者・企業の満足度、再就職率など）を各地域事務所が監視する
にとどまる。

• 全体的に雇用センタ－の職員は毎日多くの面談（１時間から２
０分）を抱え、ストレスを感じている人が多い。他の民間企業
に比較し、欠勤率が高く、労働時間も短い。複雑な労使関係で、
ストも多い。
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日本の雇用保険との違い

• １ フランスでは、ここ４０年間 失業率と雇用問題は大きな政治課題：
その影響で、ビスマルク型の社会保険であった失業保険は実質的に政府の
雇用政策の一つの柱となっている。ただし、使用者団体・労働組合の政治
力に配慮し、労使が運営する失業保険という建前を崩していない。

• ２ 雇用センタ－には、失業者の再就職の促進が強く求められている。そ
のため、大量の雇用アドバイザ－が個人的に求職者をフォロウしている。
ただし、雇用センタ－の求職者には教育・技能水準が低い人が多いので、
雇用センタ－経由の再就職の確率は高くない。

• ３ 600万人をこえる求職者を扱うので、雇用センタ－のデジタル化
は進んでいる。問題点として指摘されているのは、雇用アドバイザ
－の判断ミスによるグル－プ分けの問題, インタ－ネットに不慣れな
求職者の存在、時間に追われる職員のモチベ－ションなどが指摘さ
れている。
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日本の雇用保険との違い

• ４ 雇用センタ－は人種や宗教などに関係なく扱うことが原則となってい
る。地域によっては、多くの求職者が外国出身で、学歴や技能の評価が難
しいことが多い。

• ５ 規則では、就職活動に不熱心な求職者には失業給付の認定取り消しな
どのサンクションが決められているが、実際に給付取り消しなどのケ－ス
は少ないと思われる（不十分な監視機能、難しい雇用アドバイザ－の立場
など）。

• ６ 失業保険の財政問題：Covid 対策として、部分失業制度（休職中の労
働者の賃金を国67％、Unedic33％）が大幅に活用された。その結果、
Unedicの累積赤字は2019年の35Md€から60Md€となる。この負債の将来的
な処理方法はいまだに明確になっていない。
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